記
第１　遊休農地に関する措置の適切な実施について
　　農業生産活動のための基礎的な資源である農地は、将来にわたって国民に食料を安定的に供給するための限られた貴重な資源であり、この貴重な農地を良好な状態で確保し、最大限に利用されるようにしていくためには、遊休農地に関する措置を適切に実施し、遊休農地の解消及び発生防止に積極的に取り組むことが重要である。
　　また、遊休農地に関する措置は、法第32条の規定による遊休農地である旨の通知（以下「遊休農地である旨の通知」という。）があった場合に贈与税又は相続税の納税猶予に係る期限（以下「納税猶予期限」という。）が確定する等納税猶予制度の適用に直結するものとなっており、遊休農地の解消及びその発生防止に適切に対応することが納税猶予制度上も重要となっている。
　　しかしながら、今回の会計検査の結果によると、農業委員会の取組は十分であるとは言い難く、遊休農地に関する措置を適切に実施すべきことの重要性が十分に認識されていないと考えざるを得ないところである。
　　遊休農地に関する措置については、既に「農地法の運用について」（平成21年12月11日付け21経営第4530号・21農振第1598号農林水産省経営局長及び農村振興局長連名通知）及び「農業委員会の適正な事務実施について」（平成21年１月23日付け20経営第5791号農林水産省経営局長通知）に基づく取組をお願いしているところであるが、以上のような状況にかんがみ、これらの通知に定めるほか、納税猶予制度の適正な運用を確保する観点から、以下のことに留意し、農業委員会においてその適切な実施がなされるよう一層の周知に取り組まれたい。
１　遊休農地に関する措置を適切に実施することの重要性
　　遊休農地に関する措置について、以下の点に留意して適切に実施すること。
　(1) 農業委員会は、法第30条第１項の規定により、毎年一回、その区域内にあるすべての農地の利用状況についての調査（以下「利用状況調査」という。）を行わなければならないこととされていることを再認識するとともに、納税猶予制度の適用を受けている農地（以下「特例農地」という。）は、「農地法の運用について」第３の１の(2)のウの「特に注意して調査すべき地域又は農地」に該当することを踏まえて、利用状況調査を実施すること。
　(2) 利用状況調査の結果、遊休農地があったときは、法第30条第３項の規定による指導（以下「遊休農地に関する指導」という。）を必ず行うとともに、農業上の利用の増進が図られない場合、遊休農地である旨の通知、法第34条第１項の規定による勧告といった措置を順次講じていくべきものであること。
　　　したがって、遊休農地があるにもかかわらず、遊休農地に関する措置を実施していない等その事務処理が法令の規定に違反し、又は著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害していると認められる場合には、地方自治法（昭和23年法律第76号）の規定に基づく是正の要求又は是正の勧告の対象となること（地方自治法第245条の５第２項から第４項まで及び第245条の６）。
　(3) 遊休農地に関する措置の実施は、法の立法趣旨を踏まえ、農業委員会が関係法令及び関係通知に基づき、その責務として実施するものであり、特に以下の点に留意して取り組むこと。
　　ア　遊休農地に関する指導に当たっては、指導の対象者に対し、当該指導が法の規定に基づき講じる措置であることや、遊休農地である旨の通知を行う期日を明示すること。
　　イ　利用状況調査を行った後はできるだけ速やかに遊休農地に関する指導を行うこととし、所有者の耕作に関する意向確認ができない場合等特別の事情がある場合を除き、当該調査が終了した日から概ね２ヶ月を経過するまでには当該指導を行うこと。
　　ウ　遊休農地に関する指導を実施したときは、指導を行った年月日並びに指導の内容及び経過を必ず記録しておくこと。
　　エ　遊休農地である旨の通知を行う期日までに農業上の利用の増進が図られていない場合には、遊休農地である旨の通知を確実に行うこと
　(4) 納税猶予制度は、贈与、相続又は遺贈（以下「贈与等」という。）により取得された農地が適正に農業の用に供されることを前提とした特例措置であり、特例農地が法第30条第３項各号に該当しているにもかかわらず、遊休農地に関する措置が適切に実施されないことは、納税猶予制度の適切な運用に重大な支障をきたすおそれがあること。
２　特例農地に係る遊休農地に関する指導の実施方法
　　特例農地に係る遊休農地に関する指導は、以下のとおり取り扱うこと。
　(1) 遊休農地に関する指導は、当該指導を行ったことが客観的に明らかとなるよう、必ず書面により行うこと。
　(2) 遊休農地に関する指導に係る書面には、遊休農地である旨の通知を行う期日等のほか、当該農地の農業上の利用の増進が図られないときは納税猶予期限が確定する旨を明示すること。
　(3) 遊休農地に関する指導は、納税猶予制度が農地を農業の用に供する前提で適用されるものであることを踏まえ、草刈り等の単なる維持管理に留まらず、当該農地において農作物を栽培し、適正に耕作する内容とすること。
　(4) 遊休農地である旨の通知を行う期日は、遊休農地に関する指導を開始した日から１年間を上限とすることとされているが、その期間が長期化すれば納税猶予期限を確定したときの利子税の負担が増大することとなることに留意し、必要最小限の期間とすること。
　(5) 農業委員会は、所轄税務署長から遊休農地に関する指導の実施に係る情報の提供を求められた場合には、市町村の個人情報の保護に関する条例に抵触しない範囲でその求めに応じること。
３　特例農地に係る遊休農地に関する指導実施後の取組
特例農地に係る遊休農地に関する指導を実施した後は、以下の取組を行うこと。
　(1) 遊休農地に関する指導を開始した日から遊休農地である旨の通知を行うまでの間に、少なくとも１回以上、当該指導に係る特例農地の利用状況や農作物の栽培に向けた取組状況等の確認を行い、農業上の利用の増進に向けた取組が行われてない場合は、その都度耕作の再開を促すこと。
　(2) 遊休農地に関する指導を行った場合には、遊休農地である旨の通知を行う期日が到来する概ね１ヶ月前（遊休農地に関する指導から当該期日までの期間が１ヶ月以下である場合は、当該期間の概ね二分の一が経過したとき）に当該期日の到来が迫っている旨の書面を交付すること。
４　耕作放棄による納税猶予期限の確定の取扱い
　　耕作放棄による納税猶予期限の確定は、贈与等の時期等により、以下のとおり制度上の扱いが異なることに留意し、特例農地の管理に当たっては、その区分を明確にすること等により納税猶予期限の確定に係る手続に遺漏がないようにすること。
　(1) 平成21年12月15日以後に行われた贈与等に係る特例農地については、遊休農地である旨の通知があった場合に納税猶予期限が確定すること。
　(2) 平成17年４月１日から平成21年12月14日までに行われた贈与等に係る特例農地については、法第33条第１項の期限内（遊休農地である旨の通知があった日から起算して６週間以内）に同項の遊休農地の農業上の利用に関する計画の届出がなかった場合又は法第35条第１項の規定による通知（所有権の移転等に関する協議を行う旨の通知）があった場合に、納税猶予期限が確定すること。
　(3) 平成17年３月31日以前の贈与等に係る特例農地については、法第35条第２項の協議の成立若しくは法第36条第4項の勧告に係る調停案の受諾により特例農地の所有権の移転等があった場合又は法第37条に規定する特定利用権が設定された場合に、特例農地の譲渡又は貸付けがあったものとして納税猶予期限が確定すること。
　　　当該期限の確定のため、法第34条第１項の勧告に従わない場合等には、これらの措置の実施について積極的に取り組む必要があること。
　　なお、(2)及び(3)に該当する特例農地のうち、措置法第70条の６の２第１項の適用を受ける農業相続人がその相続又は遺贈により取得したものについては、(1)と同様、遊休農地である旨の通知があった場合に納税猶予期限が確定することに留意すること（措置法第70条の６の２第９項）。
５　所轄税務署長への通知
　　措置法第70条の４第35項及び第70条の６第40項の規定に基づき、遊休農地に関する措置等により納税猶予期限の確定に係る事実が生じたことを知った場合に農業委員会等が行うこととされている所轄税務署への通知（以下「対税務署長通知」という。）については、以下のことに留意すること。
　(1) 対税務署長通知は、措置法の規定により納税猶予期限の確定に係る事実を知った農業委員会等が必ず行わなければならないこととされている事務であり、当該事務を適切に行わないことは、法令違反となるものであること。
　(2) 納税猶予期限の確定に係る事実が生じた日から著しく遅延して対税務署長通知がなされた場合であって、納税猶予の適用を受けていた者がその事実が生じた日から二ヶ月を経過する日までにその猶予に係る税額を納付することができなかった場合は、その遅延した期間に応じて延滞税が生じることとなること。
　　　このため、４の納税猶予期限の確定に係る事実が生じた場合は、農業委員会等は対税務署長通知を速やかに行う必要があること。
　(3) 対税務署長通知を行う場合には、確定申告時期の前後（１月下旬から３月末まで）は税務署の繁忙期にあたるため、当該時期に納税猶予期限の確定に係る手続が集中することのないよう配慮すること。
第２　納税猶予制度の適正化に向けた取組について
　今回の会計検査が実施された地域（以下「実施地域」という。）においては、当該検査の結果、遊休農地となっているものについて、遊休農地に関する措置を適切に実施することにより、農業上の利用の増進を図る措置を講じる一方、その増進が図られないものについては、特段の事情がある場合を除き、速やかに納税猶予期限の確定に係る手続を進めていく必要がある。
　また、会計検査が実施されなかった地域（以下「未実施地域」という。）においても、実施地域と同様の事態が生じている可能性があることから、特例農地の利用状況の把握等を早急に行い、実施地域と同様に対応していく必要がある。
　このため、遊休農地などの農地として適切に利用されていない特例農地（以下「適正化対象地」という。）について遊休農地に関する措置等を適切に実施し、納税猶予制度の適切な運用を確保するため、適正化対象地の所在する全ての地域を対象として、以下の取組を行うものとする。
１　適正化対象地の把握等
　(1) 未実施地域における対応
　　ア　適正化対象地の抽出
　　　　農業委員会は、最新の耕作放棄地全体調査（「耕作放棄地全体調査要領」（平成20年４月15日付け19農振第2125号農林水産省農村振興局長通知）に基づく調査をいう。以下同じ。）において同要領６の(1)の①から③までに区分された土地の一筆ごとの情報と管内の特例農地に係る一筆ごとの情報を照合し、その所在が一致するもの（既に農業上の利用の増進が図られていることが確認されているものを除く。）を適正化対象地として、当該筆に係る情報を抽出するものとする。
　　　　また、耕作放棄地全体調査で把握されていないが、利用状況調査等を通じて、別途把握された遊休農地等がある場合も同様とする。
　　　　なお、農業委員会は、適正化対象地の抽出に遺漏がないよう、特例農地の所在等に不明なものがある場合には、登記簿により財務省又は旧大蔵省が抵当権者となっている土地の有無を確認すること等により、管内の特例農地の適確な把握に努めるものとする。
　　イ　適正化管理台帳の整備
　　　　農業委員会は、アにより抽出した適正化対象地について、別紙様式１の例により必要な情報を整理し、台帳（以下「適正化管理台帳」という。）として整備するものとする。
　　　　なお、農地基本台帳（「農業委員会交付金実施要領」（昭和60年11月20日付け60農経Ａ第1141号農林水産事務次官依命通知）第３の１の(3)のイの台帳をいう。）を活用して適正化対象地の管理を行う場合は、３の(1)により都道府県知事に適正化の状況の報告に必要であるため、「農業委員会交付金事業の実施について」（昭和60年11月20日付け60農経Ａ第1142号農林水産省経済局長通知）第１の(1)から（6）までに掲げる事項のほか、以下の事項について必ず記録・整備すること。
　　　(ｱ) 適正化対象地の面積及び区分（農地、非農地又は農地以外に転用された土地の別）に関する事項
　　　(ｲ) 遊休農地に関する措置の状況に関する以下の事項
　　　　ａ　法第35条第２項の規定による所有権移転等の協議の結果
　　　　ｂ　法第36条第１項の規定による申請年月日、同条第４項の規定による勧告年月日及び同条第３項に規定する調停案の諾否
　　　　ｃ　特定利用権の裁定申請年月日及び裁定の状況
　　　(ｳ) 第１の４（耕作放棄による納税猶予期限の確定の取扱い）の(1)から(3)までの区分に関する事項
　　　(ｴ) 措置法第70条の４第35項及び第70条の６第40項の規定に基づく所轄税務署長に対する通知年月日及び通知に係る事由
　　　(ｵ) 適正化対象地の処理状況に関する以下の事項
　　　　ａ　遊休農地が解消された土地の面積及び所在並びに解消の時期
　　　　ｂ　納税猶予期限の確定処理の有無（当該期限の確定前に猶予に係る税額が免除となった場合には、その事実）
　　　　また、所轄税務署長から適正化対象地に係る情報の提供を求められた場合には、農業委員会は、市町村の個人情報の保護に関する条例に抵触しない範囲でその求めに応じるものとする。
　　ウ　調査結果の報告
　　　　農業委員会は、平成24年１月31日までに別紙様式２により適正化対象地の抽出結果（同日までに遊休農地に関する措置等を実施した場合はその状況を含む。）について府県知事に報告し、報告を受けた府県知事は、これを取りまとめの上、平成24年２月15日までに別紙様式３により地方農政局長（北海道知事にあっては経営局長、沖縄県知事にあっては内閣府沖縄総合事務局長。以下「地方農政局長等」という。）に報告するものとする。
　　エ　調査結果の検証
　　　　ウの報告を受けた府県知事又は地方農政局長等は、遊休農地及び特例農地のいずれも多く存する地域であるにもかかわらず、適正化対象地が皆無であったり、他の状況が類似する地域に比して著しく僅少である等調査の結果に疑義があると認められる場合には、現地調査を行うこと等により、調査の結果について検証するものとする。
　　　　なお、現地調査に際し、当該調査を行う地域に関して納税猶予の適用状況に関する情報が必要な場合には、地方農政局（沖縄県にあっては沖縄総合事務局）を通じ、農林水産省経営局農地政策課税制担当まで相談されたい。
　　オ　再調査の要請
　　　　エの検証の結果、適正化対象地の面積又は適正化農地を保有する対象者の数がウの報告に係るこれらの内容を上回ることが明らかであると認められる場合は、府県又は地方農政局長等は、該当農業委員会に対し、再調査の実施を要請するものとする。この場合、当該要請を受けた農業委員会は、当該要請のあった日から概ね一ヶ月以内に、ウに準じてその結果を報告するものとする。
　　　　なお、再調査が適切に行われていない又はその要請にもかかわらず調査を行わない農業委員会については、農林水産省のホームページ等において、調査に協力を得られなかった農業委員会として公表するとともに、当該農業委員会に代わり、地方農政局長等又は府県知事が調査を行うものとする。
　(2) 実施地域における対応
　　　農業委員会は、会計検査に係る調査の結果について、(1)のイに準じ適正化管理台帳を整備し、適正化対象地を管理するものとする。
　　　なお、会計検査以後に実施した耕作放棄地全体調査や利用状況調査などによって新たに把握した遊休農地等がある場合は、適正化対象地に該当するものの有無を確認し、該当するものについて適正化管理台帳に記載するものとする。
　　　また、農業委員会は、所轄税務署長から適正化対象地に係る情報の提供を求められた場合には、市町村の個人情報の保護に関する条例に留意しつつ、その求めに応じるものとする。
２　遊休農地に関する措置等の実施
　(1) 適正化対象地が農地である場合
　　　農業委員会は、適正化対象地が遊休農地である場合には、遊休農地に関する指導については平成24年３月31日までに、遊休農地である旨の通知については平成25年３月３１日までに、それぞれ、第１の２から５までの取扱いに即して、行うものとする。
　　　なお、既に遊休農地に関する指導が行われた農地については、改めて当該指導を行わず、以前の指導の際に定めた期日に従い遊休農地である旨の通知を行うものとする。
　　　また、適正化対象地が耕作放棄地全体調査要領６の(1)の③に区分されている土地（法第４条第１項又は第５条１項に違反して農地以外の土地に転用されたものを除く。）である場合は、納税猶予制度の趣旨に則り農業上の利用の増進を図ることを第一義とする。
　(2) 適正化対象地が農地以外に転用されている場合
　　　農業委員会は、特例農地の転用（法第４条第１項又は第５条第１項に違反して行われたものを含む。）の事実を把握した場合には、納税猶予期限の確定事由に該当する可能性があるため、直ちに、以下のとおり対応するものとする。
　　ア　法第４条第１項又は第５条第１項による許可に係る事案である場合については、当該許可の権限を有する者に所轄税務署長に対する通知を行ったかどうかを確認し、当該通知が行われていない場合は直ちに行うように要請することとする。
　　イ　アに掲げる場合以外の場合については、当該農業委員会から直ちに所轄税務署長への通知を行うこととする。
３　適正化の状況の報告等
　(1) 適正化の状況の報告
　　ア　農業委員会から都道府県知事への報告
　　　　農業委員会は、遊休農地に関する措置の実施等について、適正化管理台帳に処理の経過を記録するとともに、平成24年以降、当分の間、３月、６月、９月及び12月の各月末日における状況を取りまとめて、当該各月の翌月15日までに別紙様式２により都道府県知事に報告するものとする。
　　　　なお、６月末日及び12月末日における状況については、直近の報告内容と変更がない場合には、別紙様式２による報告に代え、変更がない旨を都道府県知事に報告することとして差し支えない。
　　イ　都道府県知事から地方農政局長等への報告
　　　　アの報告を受けた都道府県知事は、３月、６月、９月及び12月の各月末日における状況を取りまとめ、それぞれ、当該各月の翌月末日までに別紙様式３により地方農政局長等に報告するものとする。
　(2) 改善の要請等
　　ア　改善の要請
　　　　都道府県知事は、遊休農地に関する措置が適切に実施されていないなど取組が不十分であると認められる農業委員会がある場合は、当該農業委員会に対し、その取組の改善に関する計画を作成し、自らこれを公表すべきことを要請するものとする。
　　　　また、地方農政局長等は、当該要請がなされるべき農業委員会が存するにもかかわらず都道府県知事がこれを行わない場合は、都道府県知事に対して、当該要請をすることを求め、又は都道府県知事に代わって自ら当該農業委員会に要請をするものとする。
　　イ　公表等
　　　　地方農政局長等又は都道府県知事は、農業委員会に対し、アの要請を行った場合は、当該要請を行った旨及びその農業委員会の名称をホームページ等において公表するものとする。
　(3) 適正化状況の検証
　　　地方農政局長等又は都道府県知事は、適正化対象地が多数存在した地域等において、遊休農地について大幅に農業上の利用の増進が図られたなど、目覚ましい成果が見られた地域がある場合は、優良事例として他の地域の参考とするため、現地調査を行い、その取組の検証を行うものとする。
４　その他
　　　非農地については、「農業委員会が特例農地等について非農地であると判断した場合には、速やかに贈与税及び相続税の納税猶予を打ち切ることができるよう、適切な手続を整備すること」として、会計検査院法（昭和22年法律第73号）第36条の規定による意見の表示がなされたことを踏まえ、農林水産省として、納税猶予期限の確定に係る措置を検討しているところであり、農業委員会等は、当分の間、非農地となっている適正化対象地を適性化管理台帳により適切に管理することとする。
